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研究成果の概要（和文）： 

 法律知識に疎いデザイナーが、実創作に際して、権利侵害の嫌疑を受けないようにしつ
つ自らの権利を確保するために、最も重要な手段は、少なくとも商品の立体的形状につい
ては、意匠登録出願を行って意匠権を確保することであろう。しかし、従来指摘されてい
た、可能な限り早い出願は必ずしも望ましい場合ばかりではない。加えて、意匠権は完全
ではなく、海外での商品販売に際して、第三者の意匠権が存在しなくとも伝統的部族模様
等の模倣とされる場合もあり、また、保護対象を変更する立法や、独占禁止法違反で権利
行使ができない場合も生じ得る。このように、数々の保護法策を立体的に理解することが
求められており、他者の権利に関するサーチ手段の啓蒙とともに、デザイナー教育に際し
ては、創作段階におけるマネジメントを教えることこそが重要と考えられる。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The focus of this project is to make clarification; i) When Design right application 
should be made? ii) What is the reason for Design right registration? Normally, design 
training book taught, earlier registration should be an ideal model. However, early 
registration could make a possibility of early imitation, in some case. And Design right 
is not almighty, because traditional design protection by sui generis law and changing 
law of subject matter of design right (i.e. EU proposal for spare parts design exclusion) 
could block exercising Design right. In conclusion, educating designers should be 
include “How should designers know the complex legal protection system for design 
especially three dimensional object design?” and how to search third parties’ right.   
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１．研究開始当初の背景 

デザイナーは、基本的に納期に追われて実
作をするのみであり、実創作に熱心であって
も、法律面に疎い場合が多い。そこで、いざ
デザインは完成してみたが、類似デザインの
存在によって製品化が実現できないとか、製
品とするまでに大修正を余儀なくされる等
のトラブルが生じかねない。従前強調されて
きたのは、模倣されたときにどう対処して模
倣品を排除する方策として有効なのは、いか
なる方法か、という点ばかりであったが、実
際には、自らが侵害との嫌疑をかけられない
ようにするほうが、第一歩として重視すべき
内容であろう。 

その点、デザイン創作プロセスに模倣対策
をあらかじめ組み込むことによって、デザイ
ン完成後製品実作までの間の修正というよ
うな余計な作業を回避する方策を考え、それ
をデザイナーに対していかに教育していく
かという手法が必要となる。また、模倣被害
が生じた場合に、デザイナーの多くは対処策
を知らず、模倣品が販売されてから長い時間
を経過してようやく弁護士にアドバイスを
求めることが多く、そのときには、時すでに
遅しという場合が少なくない。その点、実創
作の際に模倣対策に注意していることがで
きれば、模倣被害が生じてからの対策も迅速
にとられることとなろう。以上が、本研究の
背景である。 

 

２． 研究の目的 

本研究が明らかにしようとしているのは、
①デザイン開発が行われる際に、デザイナー
から見落とされることが多い模倣品排除の
ための対策（自らの創作したデザインを模倣
品という嫌疑にさらされないようにする手
段と言い替えてもよい）を、デザイン開発プ
ロセスに組み込む手法を明らかにし、②模倣
品排除のために有効な策を法律家が伝える
手法、以上である。模倣品を市場から排除す
る方策は、意匠登録に限られるものではなく、
いつの時点でデザイナー等が何をすること
が模倣抑止策として最適かを、必要な費用、
準備に必要な事項等を整理しながら明らか
にすることである。①については、自らの実
作の際に、他者の模倣であるとの嫌疑をかけ
られないようにするための方策として、他者
の権利の調査と、自らの権利保護策（特に、
行政手続を経て権利を設定する必要のある
意匠権などについて、どのような対象をいつ
のタイミングで登録出願するか、また保護要
件をクリアするためにどのような証拠を収
集しておけばよいか等）を整理して、リスク
要因を除去する方策を示すことが、目標であ
った。②については、①の事実をデザイナー
や、中小企業のオーナー社長のような法律知

識を有しない者に、どのように説明するかを
念頭におきながら、①を平易に説明する手法
を検討することを目途とした。 

３．研究の方法 

本研究では、①３つの調査［a主要産業の
デザイン開発プロセスと知的財産管理、ｂ国
内外における模倣対策法制と実務（特に意匠
登録出願の実態）、ｃデザイナーの意識］、②
模倣対策にかかる多数の法領域（国内外、意
匠登録法制、不正競争防止法、著作権法、登
録なきデザイン権など）の総合的な理論分析、
③制度利用者および実務家の評価、以上の三
段階として当初は設定した。しかし、その後
の調査によって、伝統的デザインに関する単
独法（インディアン等の原住民が部族に伝え
てきた模様等を商品化した場合に、意匠登録
できない場合でも模倣禁止権を付与する場
合がある）を有する国がいくつかあり、また
立法の大幅変更のリスクもあると思い至っ
たので、２年目以降の上記①ｂの分析におい
て、リスク要因分析に重点を置くこととした。
①の調査は、ａｂを文献調査（時計等の一部
分野については、聞き取りを併用）、ｃが聞
き取り中心、②は文献調査と分析、③は聞き
取りに重点をおいた。 
 
 
４．研究成果 
１）デザイン開発のプロセス（図１）を追っ
て、どのタイミングで意匠登録出願等、権利
化のための行為を行えばよいかという検討
を経て、以下の知見を得た。 
 
【図１】典型的なデザイン創作プロセス例 
 ①何をデザインするかを決定【顧客の注
文】 
   ↓a) 
 ②ラフスケッチ 
   ↓b) 
 ③モデルの製作 
   ↓c) 
 ④製品試作品 
   ↓d) 
 ⑤見本市出品 
   ↓e) 
 ⑥製品販売開始 
   ↓f) 
 
 まず、権利化のための行為＝行政庁への出
願行為は、意匠権をとりたいときには要件に
新規性と最先出願の２つがあるため、基本的
に早ければ早いほどよい（図１の②かｂの時
点）と従前は考えられていた。しかし、製品
化の決定タイミングより極端に早すぎると、
製品販売開始前にデザインが公表されてし
まい、かえって模倣の危険を増大する場合が



あり、②から⑥の時間的経過と他社の市場動
向を慎重に見極める必要がある。 
 また、デザインの公開（⑤または⑥）前
後に分けて考えることも重要である。公開
前後で分けることができるのは、意匠登録
は、公開によって保護の機会が失われるし、
営業秘密保護に必須の秘密管理を公開まで
に開始しなければ同様に保護が失われ、以
後は不正競争行為として差し止めを求める
しか方法がなくなるため、保護の仕組みの
分岐点が公開時点となるからである。イン
ターネット上での公開も、新規性喪失要因
として数えられているので、注意が必要と
なろう。 
  
２）さて、デザインマネジメントにとって
意匠登録はいかなる意味を持つのか。この
点、費用対効果の面で最善策であるとの指
摘がデザイナー、弁理士等の意見聴取の結
果であった。他方、スペアパーツ意匠の問
題（欧州意匠指令改正案として、スペアパ
ーツ意匠の意匠登録が認められないという
案が欧州議会に提案されており、詳細を２
年目の学会報告等によって明らかにした）
のように、今まで意匠登録可能であった対
象が、法改正によって登録不可能になる場
合もある。登録が実現した意匠を具現した
製品を海外に販売したところ、現地国の単
独法によって、伝統的部族（たとえば、ア
メリカン・インディアンや、オーストラリ
アのアボリジニ）に伝わる模様等が、
traditional knowledgeとして模倣禁止権
によって保護されている場合があり、それ
を見過ごして意匠登録を認めてしまう場合
があっても、海外における販売の結果、新
規性がないことが後から判明してしまい、
権利行使が認められなくなってしまう事例
があり得よう。さらに、独占禁止法の発動
によって期待される強力な効果が一部停止
される事態もあり得る（後者の成果につい
ては、2010 年 9 月の研究会報告で明らか
にした）。２年目に明らかにした伝統的部族
の伝統模様の単独法保護がリスク要因にな
ることとともに、意匠権を獲得し、他者の
意匠権にだけ注意していれば、マネジメン
トとしては十分であるというデザイナー等
の意見聴取に現れた考え（それは、デザイ
ナー社会にとって当然と受け取られている
考えである）が不適切な部分もあることが
明らかにできたと思う。 
 
３）では、いつの時点で意匠登録出願する
ことが相応しいか。図１の②から④の間は、
何度も試作品が生まれては改変されるとい
う繰り返しとなるだろう（インダストリア
ルデザイナーに対するインタビューの結
果）。結局製品化しないのであれば、もとも

と利益を生まないデザインに資金を投じて
意匠権を成立させる必要性は小さい。他方、
デザイナーの発想法が、現行意匠法の保護
対象に収まりきらないという場合も生じて
おり、出願しにくい形状等の場合において
は、意匠登録出願という選択肢をある程度
捨て、不正競争行為類型として差し止め請
求をできるように、周知性等の要件を満た
す状況を証拠の面からつくっていくアドバ
イスが必要となる場合もある。 
 いかにしても、デザインの創作は、こと
三次元の物品（コンピュータグラフィック
等の非三次元デザインを含まない）だけを
とってみても、かくも複雑であり、これを
明快に紐解くためには、単に制度を羅列し
て比較するだけの教材では、デザイナーは
理解できないであろう。ここに、デザイン
マネジメントの必要性があり、デザイナー
が実創作の途中で他人の権利行使に気をつ
かいながら作業を進めていくべきと考える
理由が存する。 
 
 なお、以上の検討成果は、より具体的な
形で１冊の教材にまとめることが企図され
ているが、全体の成果とりまとめが、若干
ずれ込んでいる。後に、「ものづくり支援法
務」と題して、2012 年には公刊される見込
みである。 
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